
第 2号様式 (:)一①
(単林発注・事後審査奇!)

那覇港管理組合一般競争入キと公告第11号

地方自治法 (昭和E2年法律第67号
卜)第 E34:条第 1項の規定に rkり 、 本般競争入札 (以下「入本とこという。)

を次のとおり実施する3

令和7年 8月 29日

1 人本色とこ付する事項

那瓢港管理組合管理者 土城

(1) 業 務 7コ 那覇港現場技市げ業務萎誕 (笙t7-4)

(2) 覆 行 場 所 刃L義港全域

(3) 業 務 為 容 剪b覇選におけるT事の現場技術業務委託

(4) 壌 行 期 「H弓 楔約締結爾の翌日から令和8年3月 31日 蕉で

(5) 設 計 金 額 141289,000円 (紅込)

(6) 資 格 審 査 方 法 事後審査型 ※本業務は、競争参力H食格の審容を入本と執?1後に行う。

(7) 最 低 制 限 価 格

本人札案件は、最低縦眼価格が設定さねノているため、最低奇1限価格未満 (′う人札者ti

落本と者となることができない。
※ 干劇
`覇
港管理細合が発注する建設工事等 :こ採る最低十1i躁価格取扱要鋲 J

(https1//nahaport.jl_れ /business/contra(‐ t/)

(8) 適 用 す る 技 術 者 革 価

※本業務の予定価格ユま左記 t二示す設計業務姿託等技術者単福

を適用して積算してお り、入札参力H者は同半極を適増し
'(見

積 りを行い入札すること,

令和7年 3貞 設計業務
姿託等技術者単価

(9)

そ の 他 適 用 の あ る

法 令 、 制 度 等

(※本条件は、右表のう

ち、0印を付 した制度等の
適用がある。 )

議会議決

本業務は、議会,,議決に付―すべき妻約及び財産lノ ,取待XIま処分
|こ関する条Ⅲl第 2条の規定に基づき、議会の同意の議決を要す
るため、落札決定後は板契約を締絆 t▽′、議会の開意の議決を経
て逓知したときに本契約となる。

準備手続き
(予算成立肯1)

本手続きは、次年度当初 (糖二E)帝算成立を前批とした年度謝
始 (予算成立)前からの準備手続きであり、予算成立後に効力
を生じる事業である。従つて、議会において当初 (補正)千算
案が否潰された場合 |ま、契約を締結 しない。また、次年度当初

(補正)予算成立後 :こおいてく)、 lll庫文出金に係る交付申講等
の手続きの関係 と、入

=と

を延坤〕する場合がれ)る。

準備手続き

(交付決定前)

本手続き1ま、国庫支出全に係る予算伎用を前提とした事蔵を準備

手続きであり、交付決定後に効力を生じる事業である。従つ

て、交付申請等の手続きの関係 と、入本とを廷期する場合があ

る。

準備手続き

(繰越承認舗)

本手続きは、議会における繰越承認を前提とした事前準備手続

きであり、議会承認後に効力を生じる事業である。従つて、議

会 |こおいて本業務に係る
こ
冷算の繰越承認が否決さ濠′た場合ti、

入札を延期又ユま中 Iとすることがある。また、予算の繰越承認後

においても、理車文塾金に係る繰越 (翌横)手続きの関係上、
入札を延井]する場合がある.

債務負:H布,為業務
本業務は、償務魚担行為に係る契約の特期のi直差を受ける業務
である。
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2 入本色参力日資驀
次に芝める要件をすべて満たとンている有資格業者であるこ渉。

(1) 業  種  区  分 土木関係 ヨンサルタン ト

』:朝港管理組合の濃1量 ,建設コンサ矛タント等業登録業
者名簿において、本記の群録を有するもの。

(2)

興重・建設コンすルダント

等人オと参加資格4簿雛録午
質

令不H6'7年度

(3) 登 録 業 種
港湾及び空港   かつ

流工計画施工設備及び積算

(4) 地方自治法施行令第16=条の1の規定に該申しない者であること◆

(5) 入オと郵から当該姿託の奉札決定爾表での薗において、ガド覇港管理継合の捲峯停止措報を受イ|ていないこここと

(f・ )

会社更生法▼こ基づき更生手続き開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基づき再生手続き開始の申立

てがなさをR.ている者 (手続き開始の決定後、人 |と参熱査格の再認定を受オ|ている若を除くゥ)ではないこと。

(7)
警察当島から、暴力団員が実質的に経営を支朧する建設業者又はこオ1フに準

・
1点るものとして、那覇港管理羊「合兆

注工事等からの排除要諦があり、当該状況が継続している者でないこと.

(3)

入札に参加 しようとう
｀
る音の間に以下の二準のいずれかに該当する関係がないこと.

なお、以 ドの関係がある場合に、辞越する考を決めるために当事者閥で連絡を敢ることは、ガⅢ覇港管理組合競争

奨莉入札心待嘉 3条第 ,1買の規定 ,こ抵触するもので,kない。

ア 資本関係
次のいずれかとこ該当する■者の場合ぃ

(a)子会社等 (会社法 (平成 17年法律第36々^)第 2条第 3号の 2:こ規定する子会社等をいう。以 ド同じ◇ )
と親会社等 (測条弟 4号の 2に規定する親会社等をいう。以下買じc)の関係にある場合
(b,執会社等を同じくする子会社等肩士の関係にある場合

イ 人的開孫
次のいずれかに該当するこ者の場合。ただとン、 (a)については、会社等 (会社法施行規則 (平成 18年法務

省令第 1£ 零)第 2条第 3項第 2拳とこ規定する会社等をいうっ以 ド同じ.)の
本方が民事再生法 (平成 11年

法律第225号)第 2条第 4号に規定する審生手続が存統中の会社等又は更生会社 (会社更生法 (平成 14年
法イ14第 154;)第 2条第 7項 :こ規定する更生会社をいう。)である場合を除くG

(a)一方の会社等の役員 (会社法施行規貝む第 E条葬 3項第 3号に規定する投員のうち、次に掲 tずる者を
いう。以 下同じっ)が、他方の会社等の役員を到 :こ兼ねている場合

1)株式会社の取締役。ただと_´、次に揚げる者を除くc
O会社法第2条第11号の21こ規定する監査等委員会設対会社 |こおける監脊等姿員である取締役
②会社法第 2条第12号に規定する補ネ委員会等設置会社における取締役

③会社法弟 2条第15号・に規定する社外取締殺

⑬会社法第348条第 1項に規定する定款に別段の定めがある場合により業務を執行しないことと

さ瀬メている取締役

2)会社法第402条に規定する精名委員会等設置会社の執行役
3)会社法第575条弟 1項に規定する持分会社 (合名会社、合資会社又ti合同会社をいう。)の社員
(同法第590条第二項に規定する定款に】|1段の定めがある場合により業務を執行 t_´ないこととされ

ている社長を除く。)

4)組合の甦事
5)そ の他業務を執荷する者であつて、 1)か ら4)=でに1務げる帝に準ずる者
(b)一方の会社等の役員が、地方の会社等の民事再生法第64条第2項又は会社更生法第6了条嘉 1頃の規

=により選任さ意1,た管財人 て以 ド■重管財人という.)を功に燕オaている場合
(●)1方の会社等の管財人が、他方の会社等の管財人を現に兼ねている場合

ウ その他の人札の道止さが隠害されると認めら孝1,る場合
組合 (共 μll企業体を含む。)と その構成長が同一の入札ここ参加し●ている場合そ l′

チ)他 に記ア叉感イと Lll視

とンうる資本関係又は人的関係があると認めらねノる場合。

(9) 地 域 要 件
引
`覇

‖f、 浦添ギf、 糸満市、豊見城車、痛城市、南風原町、人重瀬判
‐
、与部原町、電:野湾

市、ヅli原町内|こ本店があるこ溢。

象  期  間
白 平成27年4月 上旧 左記の期間内に下記の対象業務を請負い、完成・引渡しが

完 rt/た業務実績を有すること。至  令下口7年 9月 12日

対  象  委 国 `県・市‖T村・ 粛冷体で構成 された沖‖合等が発注 じアi土本一式■手の現錫技術栗
落

業
務
実

績

(10)
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(11)

配
置

予
定
技
術
者

考備

次

こ

ア

′
υ
　
／
て、

:こ掲げる要件を満たす管選す支を妊者及び担当子支持者を当該業務に配置することができ

とG

)下記に揚げるいずれかの資格を有するこ井
C)技術士 (総合技術性理剖j問 :建設部μЧ科日)又は (建設剖

`門

)

②一級±本施工管理技士
③RCCM叉 |ま RC靭と同等の能力を冶

‐する帝 (技術士部門と同様の建設部F辱とこ限る)
④発注者がと記③～③と同等ご准)る と認めた者

〔イ)(10)に揚げる業務実績を1件以上有と/ていること

(12) 取 抜 け 案 件

以下の業務を藩札した者fi、 本業務α)落札者となることはできない。
しガに義港現場技術業務姿誰(R73)

(今和7年 8月 29日 那覇港管)二組合一般競争入札公告第40号 )

8 設計凶書等の配布、質 FR毒及び同容

4 費格確認申講書等の提出

設 計 図 書 等 の 配 布

期 問 自 令稗7年 8月 空9日 (金) 壺 令和7年 9月 la輝 (金 )

西己 布  方  法 那覇港管理4R合ホーム・く単̂ジにて配布する,(I」 ttrsi//rahaport jpr)

配 布 場 所 ・

開 い 合 せ 先

那覇市通堂町 2番 1号  3磐
ガヽ璃港管翼組合 総務引; 総務諜 財務引
電話 0988682585

質 問 ・ 口 答 期 間 等

(1)´入札・契約手

続 に関す ること

那薪帯f通士町 2香 1号  3階
那覇港舌 ,´里組合 総務部 総務課 財務班
劇互,苦  098-86S-2535     FAtt  09ρぅ-363-2629

(2)li記 (1'以 外
に 関 す る こ と

那霜市通生町 2香 1号  2階
ガh朝港管理組合 企画建設溜

` 
計画藍設譲

目葛言舌  098-868-0386

提 出 期 間
麹 令和7年8)129日  (金)  ～  下 令稗7年 9月 10日  (水 )
と記期間のと口及び樋瀾を除く毎 日、 9時からと7時まで.

提 出 場 所 上記 (1)とこ同じ。

提 出 方 法 電送 (FAX又 はメー‐ル (s(Ⅲ (lm(1_ny(lsa tst191)ahai,(Ⅲ l｀ t,.,I))' 又は持参

回 答 方 法
那義港管理組合ホーど、ページ (httpB://nahapor`t,jp/】 及び上記 (1)に

おいて、以下の理聞、蘭覧に供するc

周 答 報 間
同容 厨かふ  令不日7年 9月 17日  (水)   まで
上記嬢間の土爾及び Fノ

コ■日を除く毎日、 9斡から17時まで。

資 格 確 認 中 詩 書

本競争の参力口希望者は、次の書類を理眼内に提出することc

なお、期限まで 1こ提出がない場合、本競争に参力指することができないご

撻 幽 書 類
①一般競奪ヨ入札参カロ資格確認申請書 (第 3号1豪式)
②返信用対曲 (入札紺共通知用(110円 切手唯付))

提 出 期 Fh]

白 令和7件 3月 29日 (企 ) 至 令和7年 9月 12日  (全 )
上記鞘瑚の上日及び祝 日を除く毎 日、 9時から16H寺までc

提 出 場 ,f

那覇市通堂町 2番 I号  3階
那窮港管理社合 総務部 総務諜 財務班
電話 098-3682585

提  出  方  法 持参又 :ま郵送 (投書爾もしくは鶴易幕留)
提  出 部 教 1帝悟
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5 入オと手続き等

人  札  報  日  等

入  本と :チサ 法

本業務は、紙入本とここよ歩実施する。
入本と普等は、あらかじめ指定する騨に配避されるように (「爵d進 日:斎

筵郎便姪)、 「 ^般専留ェ又は「簡易書留」のいず浄′かの方法により郵

送することc持参や首通郵使等で提出された場合、無動とするc

健 出 書 類
①,人札書

③業務費ぬ訳書
配 達 指 定 爾

(  入 |と  日 '
令和7年 9月 17ヨ  (本 )

宛 先

〒900-O03る   那覇市過生IT 2香 1号
郡覇港管理組合 総務部 総務課 財務班
電話番号 09緋 86と子部8B

人 本L書 に 記 載
す  る 金  額

落本と決定にあたつて |ま、人札書に譴載さ胸/た金額に当該金額の100分の

10に相当する顎を丼算 した全筆 (当該金額に1円未満の端数が左る とき

|ま、その端数全額を切り捨てた金額〕をもつて落札 lllll格 とするので、人

本と者 !ま、消費税及び地方消費札に係る課税事業者であるか免税事業者で

あるかと問わず、兄積もつた契約希望金額の110分の100に和当する金額

を入
=し

書に記戦すること.

入 本しに 関 0~る

注  意  事  項

ア 入
=と

書のくじ分数芋 (任意分数学 3精)は、同額 くじ機選が発生し
た場合 ,こ使用するため、必ず証人することっ

イ 阻進指定 日以外の 口に届いた入札書及び業務内訳書は、受理 とな

をヽさ

ウ 入札普の 日付は、関札 癬を記入すること,

業 務 費 内 訳 書
の  提  出

ア 弟 1厨 目の人札 |こ際 t/、 入札書 ,こ祀載さ章1,る 人札金額 ,こ対すぶした業務

費内訳書 (様式自由)を提‖→すること。
イ 業務費内訳書には、作成年月日、項日、員数、半極兵び金額を夢1ふ
かにし、商号又 :ミ第称並びに住対を記載することの

ウ 業務費内訳書に:ま、代表者鳴書を押鶏
“

することc
工 管理者 (これらの者の構場者を含むc)琺、提出された業務費内訳
書について説明を求めることがあるど

人 本と の 無 勤
本公告とこ示とフた競争参力H資格のない者のとフた入本と、資格確認申講書等通虚偽の記載をとノた

者のとマ′た入本と良び入札に関する条件に違反 t_フた入札 l=、 無動とする。

入 本と の 辞 退 等

資格確認申請害の提出後、期;合により入札を辞退する場合
`ま

、開
=し

日時までに入札辞退癌

を提と|‐9^る こと。
また、落札汎定までの間に他の業務を藩札 と_′たことにより肥置予定技術者を本業務ここ雌置

することができなくなったときは、直ちに報告すること。当該辛R告がなく、本人札の手続き

が落|し決定まで4っ た場合、指名停 上着置要領に基づく指ノrltt Lを行 うことがある.

σ) 他

ア 暮札侯捕苛がいない場合は朔札後直ちに再度人札を行 うので、再度人札にも参力Hする
f場合は、開札時点から立ち会 うことc初度の鶉本と韓に立ち会わない参加者厳書度入
札を辞退したものとみなし、す司度入札への参力Hを認めない。

イ 代理人が入をとする場合は、入札を行 う肇に委任状及び自己の
=「

鑑を対参することぃ

ウ 姿任状になく業務名を証人することっ
工 再度入札参加者又は再度入札参加者の代理入1オ、当該入本とに角

~'~る
他の再度入札参

力‖者の代理をすることはできない。
オ 吾度入札は、 I璽

'〕

みとする。

開   キし   翔 時I 令下H7年 9月 13即  (本) 11:00 必人札書の日付

閥  札   場
那覇港管理薄n合 2階大会議室
＼人札鷲は、開本とに立ち会 うことができる (:藤人札に参報する場合は、閾札時点から

立ち会 うこと)c
所
|

6 F万月札
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7 資格確認資料の提出と競争参加資格の審査

落 札 候 補 者 の 選 定
及 び 事 後 審 査 の 実 施

開札後、落札者の決定を保留 t_′、予定価格の範囲内で布効な最低の価格をもI)で入本とを

行つた汁 (以 下「落本と候補者JとⅢ うヽど,か と,喚 tこ競争参加登格の審査を空,う 。落本し候構者
は、坤〕限までに資格確認申請誉等を提出しない場合、競争参力層資格がないものをする.
なお、毒本と候補者は上位から順 ,こ 3者 (上位の音と痢額の音が複数いる場合はこの限りで
はない。)を決定↓資格確認資料を求めるが、適格者が確認できた時点で、次l贋位以降の者
の競争参力‖査格の審査は行わないものとするё             ｀

通   知   日 令孝ョ7年 9月 18日 (本)17:00 までく了F定 )甘こ斉1象業者あて通知するっ

提 出 期 限 谷和7年 9月 22H(月 )と5100 まで

提 出 讐 類

◇霊鮒千定技術者の資格等 (様式 1)

②業務実績 (様式 2)

0資格確認r神諦善 (第 9号様式〕の資岳確認の各項目に記載tンた必要書類

提  出 都  数 li争

`

提 出 方 法 源興、持参

提   出   先
〒,00-0035  那等蔽通生日丁2香 1号

那覇港管理組合 総務部 総務課 財務班
電話番 写̂ 09併36群2585

競 争 参 加 資 格 の 確 壽

競争参舜登格の確認は、謝札後、申講書等の提出期跛の層をもつて行 う1)の とし、その結

果は以下の輝までに普面により通女「する,

今和7年 9月 24膊 (水)(了′定)

なお、落札侯絡者について競争参考に安格が確認され′i直格章であることが確認できた場コ
ヘ

とよ、落札者決定通舞をもつて資格確誌結果の過知に代走るものとする。

藩 札 者 の 決 定 方 法
事後審4の結果、落春と候補精が競争参力藤資碁を満たしていると確認した場合は、当該落札
侯補者を琳札者とする.また、捨の結果

`ミ

ミ全入
=し

参舟E者に通矢「する.

競争参翔査格がないと認め

られた者がその選由に対 し

て 不 設 が あ る 場 合

規争参力H資格がないと認めらオ1,た帝は、管理者 ,こ対と/て競争参導資格がないと認めら承,た

理れについて説明を求めることができる。
管理者は説日)lを求めふれたときは、苦情を中し立て葬眼の翌口かとJ起算して5日 以内 (体

爛を除く)に説明を求めた者に対し、普面により陣容する.

提 出 期 限
競争参ユ資格確認結永の適知をな,Iぅ た日の翌日から起算して5日 以内

(体 脚を除く)とする。

提   出  先 那覇熔管理組合 総務謝; 総務諜 財務班

提 出 方 法
書 r価 (様式白由)を持参することc引

`送
又は電送 (メ ールやFAX)すこよ

るものは受け付けないc

本 人 札 に 係 る

資 料 の 取 扱 い

ア 資格確認中講書等の4'成及び提出に係る費用は、提出考プ)負担とする。

イ 契約担当者は、提出された資格確認申詩書等について、競争参加資絡の確認以外に

提出章に無断で使薦と/ないっ

ウ 提出された資格確認申請普等は、返却 t▽
′ない。

4提 出薪戦内に跛り、査格確認申講書等の修正、た と春え、造カロ、・司提出を認める。
オ 提脂弾i眼を過ぎた場合、資格確認申請普等は受け付 :すない。
力 資格確認申討書等の受翼後、書類内容を審齋と/、 書頚の記載漏岸R′や添付鵜津R′等が

あったf場合 |ま競争参勇「資幣無 t_´となり、藩札者となること|まできない。

キ 資棒確認準議壽等 tこ遠偽の記載をした場合、指名停止帯世要領に基づく指名停止

をイ予多ことカミ泣)るぅ
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8 入札保れを金及び契約保証金

入 札 保 証 金

入札保証金の企額等な、現金又 tま管即精が確実と認芝)る有価証券等を〔ぅつて見嶺る契約企

額の100介のる以 上を納付するものとする。ただし、次のいずれかに該当する場合 ,ま、入札保
証金の納付を免鍮する。
ア 保 1食会社を分弱に組合を被択険者とする入札保証保 1食契約を締結 したとき.
イ 瞬 (独立行政法人含をc)又 は遠方公共団体とその種娠及 tド規模をほIギ同 tう くする契
約を締結 した実績を有 t_ィ、これらのうち過去 2筒年の間tこ履行競銀の封業こ_´た■以 との
契約を全て誠実に履行 した者じ
なお、次の者 :ま入:とに関する条件に逢反 t/たもα)と して、その入

=し

を無効とする争
(1)報眼宝でに入札保証金の羊1寸付、蒲 しく|ま納付に代わる上記ア、イのいずぷ′かに係心

書類の提出のない者
(2)人札保れモ金の金額等が と譴の条件に満たない場合

(6)入札保 i止金等の納付等に係る書類に不鈴があつた場合
とえ、 ^度提出さぷ′た人札保証金の機付等の変更はできない咤ぅのとする。

た 人札保証金を免除した落札者が契約を結ばない場合、損害差償金として、入本と金額に
消費税及び地方消費税を力Πえた顎 lノ_)100分の 5を那覇港舌延組合に納付しなければならな
′ヽヽ
c

※イ tこ より入札伴紅金の免除を受注する場合 lま、様式 「地方公共団体等契約状況確認どを

提出することど

提   出   期   限 令れ,7年 9月 16揮 (火)17:00 まで

提 出 先

〒9000035  郭薪市通士田子2恭 1/′ ^

那鞘
~港
管理羊「合 総務部 総務課 財務班

電話番号 098-368-958る

入 札 徐 証 金

(現 金 納 付 )
提 出 方 法

ア 〒入札保証命納付昔発行依頼書」を持参することt
※要事前連絡
イ 補合がうと行する納入通矢Π讐により金融機司で保証金を

納付し、銀収書 (写)を上記期限表でに提聾するこ
と。

入札保証保険証券。人

札保証吉・地方公共団
体華契約状況確認資料

提 出 方 法
持参叉燃裁

`送

(碧I芝が確認できる方法にて送付するこ

と)

保 険 期 間

保 証 常;閥
開札 日から筋 月ヽとする。

有 価 証 券 等
受入日H寺・受人方法等の調整があるので、事前に上記担当諜まで連絡
‐

'‐

ることc

契 約 保 証 金 免除 (那瑶港管理組合契約規員モ弟 4条弟 1項弟9号 ^tこよる)

9 そ め

落札決定後、テクジス等により配泄帝定技術者工〉実績ここ隣する連王の事実等が確認されメた

場合、契約を結 :ヾないことがある。
なお、病気 。,と亡 。選職等の場合でやむを得ないとと/て承認さ淑′た場合の外は、資格確認
中論普等の差幣たは認められないc
病気等の斡別な理由によりや屯Fを得ず配戯予定技術者を変更する場合は、 21こ掲げる基準
を満たし、かつ当初の朧置

エ
ンた技術者を同等以 上分者を爵こ置 t/なけれ ,ヾならない。

の

置 予 定 技 術

確

適用な t_′金   払
工、  条

分   払 適漏麦
)り

項】甥 碁管理隷合契約規員1第41条の規定厨数の樋理内

本業務に係る契約は、落
=と

者の決定後、 7癬 以内に締結する。ただし、管理者が告に指示
とンたときtまこの昧りで1まない。

約 締 結 時

本業務の契絢締結後、本業務の業務委託料を変更協議する塀合及び本業務と関連する業務
を本業務受注なと随意契約する場合、変更協議又は測連する業務の千定価格の算定は、本業
lア_'請負比率 (当初癸約額■当初設計顎)を変更業務価格または関連業務の設計額に乗じた
でイ子う。

負 代 金 等 の 変

入札参力口者 !ま、那駆港管理相合競争入札心得、土本設計業務等萎託契約普及び仕様書を熟
し、これィを蓮守すること.の 遵 守 事

札 参  ′lザ涸 者
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